
府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の改正（概要）

教育庁教職員室教職員人事課
■改正の理由

　(1)　教育公務員特例法の改正により、同法の条項を引用している本条例の規定に変更が生じるため、規定整備を行う。

  (2)  指標や教員研修計画及び協議会について豊能地区３市２町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）に権限移譲する。
■改正の内容
(1)　第３条第１項及び第２項中
　・「第22条の３第1項」を追加。（指標に関する事務）

・「第22条の４第1項」を追加。（教員研修計画に関する事務）

・「第22条の５第1項」を追加。（協議会に関する事務）
・「第25条の２」を「第25条」に改める。（第25条の２の条文が第25条に繰り上げ）
　　
■施行期日
　・平成29年４月１日
（理由）教育公務員特例法が平成29年４月１日に施行されるため。
■政策アセスメント・制度間調整

　・豊能地区（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）と条例の改正について調整済
